


 

 

 

 

 

 



 

 

 

 はじめに 

 

少子高齢化の進行や地域におけるつながりの希薄

化、新型コロナウイルス感染症の感染拡大など、地域
社会を取り巻く状況は日々変化しており、地域の課題
は多様化・複雑化してきております。 

80 代の親と 50 代の無職等の子が同居する
「8050 問題」、18 歳未満の子どもが家族の世話や

介護をしている「ヤングケアラー」、育児と介護を同
時に抱える「ダブルケア」といった複雑化した制度の
狭間にある問題が顕在化しつつあります。 

このような状況において、下野市では、子ども・高
齢者・障がい者などすべての人が参画し、一人ひとり
の暮らしと生きがい、地域をともに創り、高め合うこ
とができる「地域共生社会」の実現に向け、「思いやりの心を育み 支え合いの輪が
広がる 共生のまち 下野」を基本理念とする「第 3 期下野市地域福祉計画」を策定
いたしました。 

計画期間を令和４年度から令和８年度までとし、基本理念を達成するため「人づ

くり・地域づくり・仕組みづくり」の３つの視点で基本目標を設定し、地域共生社
会関連事業を重点取組と位置づけ、着実に展開してまいります。 

また、本計画は下野市社会福祉協議会による「第３期下野市地域福祉活動計画」
と共通の理念・目標を掲げ一体的に策定し、取組を推進していくことで、地域共生
社会の実現に向けた包括的な相談支援体制の構築や、地域力の強化を目指した計画
としております。さらなる地域福祉の充実に向けて、市民や福祉関係団体などの皆

様との協働をより一層推進してまいります。 

さらに、本計画に「成年後見制度利用促進基本計画」並びに「地方再犯防止推進
計画」を包含することにより、市民一人ひとりが安心して自立した生活を送ること
ができる地域づくりに向けた取組の強化を図ります。 

結びに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見をいただきました「下野市第３期
地域福祉計画及び地域福祉活動計画策定委員」の皆様をはじめ、住民懇談会や団体
ヒアリング、アンケート調査にご協力いただいた多くの市民の皆様に、心からお礼
を申し上げます。本計画が下野市における地域福祉の発展に向けて有意義なものと
なるよう取り組んでまいりますので、引き続き、ご支援とご協力を賜りますようお
願い申し上げます。 

 

令和４年３月 

下野市長 広瀬 寿雄 

 



 

 

 

 

 

近年、少子高齢化・核家族化の急速な進展、生活様

式や価値観の多様化などにより地域社会との関わり

や市民との繫がりの希薄化に加え、新型コロナウイル

スの影響により社会環境は大きく変化しております。 

これに伴い、高齢者や子育て世代、障がいのある方

など、従来の支援を必要とする方に加え、社会的孤立

や経済的困窮、虐待やひきこもりなどの様々な不安や

問題を抱えた方が増加しています。こうした状況の

中、地域課題を解決していくために、誰もが住み慣れ

た地域で、安全・安心に暮らし続けていくことができ

る地域共生社会の実現が求められています。 

本計画では、地域福祉活動の視点となる「思いやりの心を育み 支え合いの輪が

広がる 共生のまち 下野」を基本理念に定め、「地域福祉を担う人づくり、支え合

いの輪が広がる地域づくり、地域共生社会を実現する仕組みづくり」を基本目標と

した「下野市みんなで築く 地域の絆プラン（第３期下野市地域福祉計画及び地域

福祉活動計画）」を策定し、また新たに成年後見制度の利用の促進・再犯の防止等の

推進にも取り組む計画も加えました。 

本計画は、令和４年度から令和８年度までの５年間を計画期間とし、下野市と社

会福祉協議会が車の両輪の如く計画的・継続的に事業活動を展開しながら、互いに

補完し合い様々な福祉課題の解決に尽力してまいります。 

下野市社会福祉協議会としましては、地域福祉を推進する中核的な団体としての

役割を果たし、職員が一丸となって計画を推進していく所存でありますので、計画

実現に向けて市民の皆様及び地域福祉に関わるあらゆる関係者の皆様の更なるご

支援とご協力をお願い申し上げます。 

最後になりますが、計画策定にあたり、多大なるご尽力を賜りました計画策定委

員の皆様をはじめ、市民アンケートや住民懇談会・団体ヒアリングにご協力いただ

きました多くの市民の皆様、関係者・団体の皆様に心から感謝と御礼を申し上げ、

ごあいさつとさせていただきます。 

 

令和４年３月 

下野市社会福祉協議会長 小口 曻 
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１ 策定の趣旨と背景 

これまでの福祉分野における取組は、高齢者福祉、障がい者福祉、児童福祉などといっ

た分野ごとに分けられた制度の中での支援（いわゆる「縦割りによる支援」）が中心となっ

て進められてきました。 

しかし近年では、少子高齢化や核家族化の進行、価値観やライフスタイルの多様化など

により、これまで地域社会が果たしてきた支え合いや助け合いの機能が低下してきており、

従来の縦割りによる支援だけでは対応しきれない制度の狭間にある問題の顕在化や、生活

課題の多様化・複雑化が社会問題となっています。 

こうした状況の中で、国では地域福祉の推進に向けて、誰もが役割をもち、支援の「支え

手」「受け手」という関係を超えて活躍できる社会、すなわち「地域共生社会」の実現を目

指しています。 

本市においては、こうした社会情勢に対応する必要性が生じていることを踏まえ、令和

３年度で計画期間が終了する「第２期下野市地域福祉計画及び地域福祉活動計画（下野市

みんなで築く地域の絆プラン）」を改定し、すべての市民が住み慣れた地域において支え合

いながら、一人ひとりが安心して自立した生活を送ることができる地域共生社会の実現を

目指して、新たに「第３期下野市地域福祉計画及び地域福祉活動計画」を策定するもので

す。 

 

地域共生社会とは 

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地

域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民

一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を指しています。 

 

出典：厚生労働省「地域共生社会のポータルサイト」 

農林漁業  環境     商工業    交通 等… 

● 多様性の尊重 
● 気にかけ合う関係性 

 

● 活躍の場づくり 

● 安心感のある暮らし 

 

● 働き手の創出 

● 地域資源の有効活用 

 

● 就労や社会参加の 

 機会の提供 
● 民間企業による 

 生活支援への参入 
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２ 計画の位置付け 

「地域福祉計画」とは、地域住民が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるように

するために、社会福祉法第 107 条に基づき市町村が作成するものです。それに対して「地

域福祉活動計画」とは、地域福祉計画を実行するために、社会福祉法第 109 条に規定され

た民間の福祉団体である市町村社会福祉協議会（※）が中心となって作成するものです。 

これら２つの計画はどちらも、地域住民や福祉関係者、市、社会福祉協議会などが協力

して地域福祉を推進していくことを目指した計画です。本市においては、下野市総合計画

を上位計画とし、その目指す将来像を地域福祉の面から支える「下野市地域福祉計画」と、

地域住民や福祉関係団体の具体的な活動などについて示した「下野市地域福祉活動計画」

を一体的に策定・推進することで、地域福祉活動のさらなる充実を図ります。 

また、「下野市高齢者保健福祉計画」、「下野市障がい者福祉計画（しもつけしハートフル

プラン）」、「下野市子ども・子育て支援事業計画（子育て応援しもつけっ子プラン）」、「下野

市健康増進計画（健康しもつけ 21 プラン）」といった福祉分野における個別計画の上位計

画としてこれらを横断的につなぐとともに、「男女共同参画プラン」や「地域防災計画」な

どの関連計画とも整合を図った計画となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、本計画は成年後見制度の利用の促進に関する法律第 14 条に基づき定められる「市

町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画（市

町村成年後見制度利用促進基本計画）」及び、再犯の防止等の推進に関する法律第８条に基

づき定められる「地方再犯防止推進計画」としても位置付けて策定します。 

※ 社会福祉協議会 

   社会福祉法に基づく、地域福祉の推進を図ることを目的とした社会福祉法人。地域住民、ボラン

ティア、福祉関係団体などの参加・協力を得て、「誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるまち

づくり」を進めている。 

 下野市  

下野市総合計画 

 
  

下野市地域福祉計画 

 

 

 

 

 

 

 

  関連計画     福祉分野の各個別計画   

男女共同参画プラン 

地域防災計画 

その他関連計画 

障がい者福祉計画 

高齢者保健福祉計画 

子ども・子育て支援事業計画 

健康増進計画 

 

 下野市社会福祉協議会   

連携・補完 

下野市 

地域福祉活動計画 

    栃木県        

 栃木県 
地域福祉支援計画 

支援 
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３ 計画の期間 

本計画の期間は、令和４年度から令和８年度までの５年間とします。この期間に社会情

勢や市の状況、関係法制度などに著しい変化があった場合には、必要に応じて見直しを行

います。 

 … 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 … 

地域福祉計画・

地域福祉活動計画 
第２期 本計画 

 

 

総合計画 
         第２次   

前期基本計画 後期基本計画 

高齢者保健福祉

計画 

 
第７期 第８期 

    

障がい者福祉計画 
 

第５期 第６期 
    

子ども・子育て

支援事業計画 
第１期 第２期 

   

健康増進計画 
 

第３次 
     

栃木県地域福祉

支援計画 
第３期 第４期 

 

 

○○ 持続可能な開発目標(SDGs）の採択 ○○ 

「持続可能な開発目標（SDGs）」とは、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂

性のある社会の実現に向けた、令和 12 年を年限とする国際目標です。平成 27 年の国連

サミットで採択され、日本においても「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」やアクシ

ョンプランが定められるなど積極的に取組が進められています。 

こうした動きを踏まえて、本市の各種計画は SDGs の考え方を盛り込んだ計画となって

おり、本計画においてもこの視点を取り入れることで、本市における SDGs のさらなる推

進につなげていきます。 
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４ 地域福祉を推進するための圏域 

本市の地域福祉の推進にあたっては、隣近所における日常的な助け合いも、市や社会福

祉協議会が市内全域で取り組む施策も欠かせないものです。 

隣近所、自治会、日常生活圏域や市内全域などの重層的な圏域の中で、課題の大きさや

複雑さ、事業の内容や効果、利用者の利便性などを考慮し、適切な単位で事業を展開しま

す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 計画の策定体制 

計画の策定にあたっては、「第３期下野市地域福祉計画及び地域福祉活動計画策定委員会」

及び、策定委員会を補佐する「検討部会」を設置し、各段階で協議を重ねました。 

また、市民の意見を計画に反映させるため、アンケート調査や住民懇談会、団体ヒアリ

ング、パブリックコメントを実施しました。 

 

 

 

 

 

 

策定委員会の様子 

 

隣近所 

自治会 

日常生活圏域 

市内全域 

日常生活圏域とは、住み慣れた地域で
自立して生活できるよう、地理的条件、
人口、交通事情などを踏まえて市町村が
設定する区域です。 

本市では、石橋・国分寺・南河内の３
つの地区を圏域に設定しています。 
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１ 統計からみえる現状 

（１）人口の状況 

総人口は概ね横ばいで推移していますが、内訳をみると０～14 歳・15～64 歳の人口

が減少傾向に、65～74 歳・75 歳以上の人口が増加傾向にあります。 

年齢４区分別（※）の人口比についても同様に、平成 29 年から令和３年にかけて０～14

歳・15～64 歳の割合が減少傾向に、65～74 歳・75 歳以上の割合が増加傾向にありま

す。 

 

◆人口・年齢４区分別人口比の推移 

 

資料：住民基本台帳（各年 10 月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 年齢４区分別 

   ここでは、０～14 歳（年少人口）、15～64 歳（生産年齢人口）、65～74 歳（前期高齢者人口）、

75歳以上（後期高齢者人口）の４区分によるものとしている。 



第２章 地域福祉をめぐる市の現状と課題 

6 

 

 

 

（２）世帯数と世帯あたりの人員の状況 

世帯数は、年間で 300 世帯前後の増加が続いています。 

総人口は平成 29 年以降横ばい傾向となっているため、世帯あたり人員は減少傾向とな

っており、平成 29 年の 2.55 人から令和３年の 2.41 人へと推移しています。 

 

◆世帯数と世帯あたりの人員の推移 

  

資料：住民基本台帳（各年 10 月１日現在） 

（３）子どもをめぐる状況 

①出生数・合計特殊出生率の状況 

出生数は、年によって差はあるものの概ね減少傾向となっており、令和元年で 409 人と

なっています。 

合計特殊出生率（１人の女性が一生のうちに生む平均的な子どもの数）についても同様

に、年によって差はあるものの概ね減少傾向となっており、県を下回って推移しています。

令和元年で県の合計特殊出生率は 1.39、市の合計特殊出生率は 1.27 となっています。 

 

◆出生数・合計特殊出生率の推移 

 

資料：栃木県保健統計年報 
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②小・中学校の児童生徒数・学校数の状況 

小学校児童数は、平成 29 年から令和２年まで横ばい傾向にありましたが、令和３年は

3,161 人と前年から 56 人の減少となっています。 

中学校生徒数は、平成 29 年から令和２年まで減少傾向にありましたが、令和３年は

1,564 人と前年から 16 人の増加となっています。 

小学校数は、平成 30 年までは 12 校でしたが、学校再編により令和元年からは 11 校

となっています。 

 

◆小・中学校の児童生徒数の推移 

 

資料：学校教育課（各年５月１日現在） 

 

◆小・中学校の校数の推移 

（校） 

 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 

小学校数 12 12 11 11 11 

中学校数 ４ ４ ４ ４ ４ 

資料：学校教育課（各年５月１日現在） 
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③保育園・幼稚園・認定こども園の園児数・施設数の状況 

保育園・幼稚園・認定こども園（※）の園児数の合計は、令和元年以降横ばい傾向で推移し

ており、令和３年で 1,992 人となっています。内訳をみると、保育園園児数は令和元年以

降減少傾向にある一方、幼保連携型認定こども園園児数は令和元年から令和３年にかけて

増加しています。 

施設数については、令和３年で保育園が８園、幼保連携型認定こども園が６園、幼稚園

が１園となっており、いずれも令和元年以降の変動はありません。 

 

◆保育園・幼稚園・認定こども園の園児数の推移 

  

資料： こども福祉課（各年４月１日現在） 

◆保育園・幼稚園・認定こども園の施設数の推移 

（園） 

 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 

保育園数 ８ ８ ８ ８ ８ 

幼稚園型認定こども園数 １ １ ０ ０ ０ 

幼保連携型認定こども園数 ４ ４ ６ ６ ６ 

幼稚園数 ２ ２ １ １ １ 

資料： こども福祉課（各年４月１日現在） 

※ 認定こども園 

  教育・保育を一体的に行う施設で、幼稚園と保育所の両方の機能や特徴をあわせ持つ。 
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（４）高齢者をめぐる状況 

①高齢化率の状況 

高齢化率（総人口に占める 65 歳以上人口の割合）は国や県の平均と比べると低い値と

なっており、令和３年における高齢化率は 26.8％となっています。 

平成 29 年から令和３年にかけて高齢化率は 2.9 ポイント上昇しており、これは県の同

時期の 2.5 ポイントや、国の 1.3 ポイントより大きく、高齢化の進行がみられます。 

 

◆高齢化率の推移 

 

資料：栃木県毎月人口調査（市・県）・総務省統計局（国） 

（各年 10 月１日現在） 

○○ 高齢化率上昇による影響 ○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 近年の高齢化率の上昇に伴って、様々な社会問題が顕在化しています。 

 以下ではその代表的なものについてご紹介します。 

2025 年問題・2040 年問題 

8050 問題 

 2025 年には、約 800 万人の「団塊の世代」が 75 歳以上になり、国民の４人に１人が 75 歳

以上になると予想されています。 

 さらに、2040 年には、第二次ベビーブームに生まれた「団塊ジュニア世代」が高齢者になり、

全国の高齢者数がピークを迎えることが予想されています。 

 こうした社会構造の変化により、従来の福祉・社会保障の仕組みが維持できなくなることが危惧

されており、その対策の一つとして 2040 年を見据えた「地域共生社会」の実現に向けた取組が

すすめられています。 

 高齢化率の上昇に伴い、複合的な課題を抱えている世帯が多くなっていますが、その一つが 80

歳前後の親と 50 歳前後の引きこもり状態が長期化した子が同居する 8050 問題です。世帯を支

えてきた 80 歳前後の親の就労が難しくなり、経済的な面や地域とのつながりなど多様な課題を抱

えていることが多いため、従来の制度だけでの支援や一分野だけでの対応が難しくなっていること

が課題となっています。 
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②高齢者世帯の状況 

令和２年の総世帯に占める高齢単身世帯の割合は 7.7％、高齢夫婦世帯の割合は 10.7％

と、いずれも県及び国を下回っています。 

一方で、５年前の平成 27 年と比較すると高齢単身世帯・高齢夫婦世帯がいずれも 1 ポ

イント（500 世帯）程度増加しており、高齢化の進展がみられます。 

◆総世帯に占める高齢単身世帯・高齢夫婦世帯の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（令和２年） 

③介護認定者数と認定率の状況 

65 歳以上の介護保険の要介護・要支援認定者数は高齢者人口の増加に伴って年々増加

傾向にあり、令和３年で 2,383 人となっています。内訳をみると、令和元年以降、特に要

支援１・２が大幅に増加しています。 

認定率についても上昇傾向にあり、令和３年で 15.0％となっています。 

 

◆介護認定者数と認定率の推移 

 

資料：介護保険事業状況報告（９月月報） 

438 424 449 518 598

861 943 996 976 981

834 821 811 816 804

14.6% 14.7% 14.8% 14.8% 15.0%

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%

15.0%

0

600

1,200

1,800

2,400

3,000

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

要支援１・２ 要介護１・２ 要介護３～５ 認定率

（人）

2,133 2,188 2,256 2,310 2,383
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（５）障がいのある方の状況 

障害者手帳所持者数は３区分すべてにおいて増加傾向にあり、令和３年現在で 2,541 人

（身体障害者手帳所持者 1,609 人、療育手帳所持者 487 人、精神障害者保健福祉手帳所

持者 445 人）となっています。 

  

◆障害者手帳所持者数の推移 

  

資料：社会福祉課（各年３月 31 日現在） 

（６）生活保護世帯の状況 

生活保護世帯数は平成 30 年以降増加傾向にあり、高齢者生活保護世帯数も増加傾向に

あります。 

生活保護世帯の全世帯に占める割合については横ばいで推移しており、令和３年で

1.28％となっています。 

 

◆生活保護世帯の推移 

 

資料：社会福祉課（各年 10 月 1 日現在） 
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（７）地域活動の状況 

①自治会加入世帯数及び加入率の推移 

自治会加入世帯数は令和元年以降減少傾向に転じ、令和３年で 15,460 世帯となってい

ます。一方で、未加入世帯数が増加していることから加入率は減少傾向にあり、令和３年

で 62.5％となっています。 

 

◆自治会加入世帯数及び加入率の推移 

 

資料：市民協働推進課（各年４月１日現在） 

 

②老人クラブ会員数及びクラブ数の推移 

老人クラブ会員数及びクラブ数は減少傾向にあり、特に令和２年から令和３年にかけて

いずれも大きく減少しています。 

 

◆老人クラブ会員数及びクラブ数の推移 

 

資料：社会福祉協議会（各年３月 31 日現在） 
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③ボランティア登録者数及び登録団体数の推移 

ボランティア登録者数及び登録団体数はいずれも平成 30 年を境に減少傾向となってお

り、令和３年で登録者数が 1,636 人、登録団体数が 71 団体となっています。 

 

◆ボランティア登録者数及び登録団体数の推移 

 

資料：社会福祉協議会（各年３月 31 日現在） 

 

④ＮＰＯ法人数の推移 

ＮＰＯ法人（※）数については横ばいで推移しており、令和３年で 17 法人となっています。 

 

◆ＮＰＯ法人数の推移 

 

資料：市民協働推進課（各年３月 31 日現在） 

 

※ ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人） 

   ボランティア活動や市民活動などの社会貢献活動を行う団体のこと。また、利益の再分配を行

わない非営利の組織や団体のこと。平成 10年３月に「特定非営利活動促進法」が制定され、一定

の条件を満たせば特定非営利活動法人として法人格を得られることとなった。 
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⑤民生委員・児童委員相談・支援件数の推移 

民生委員・児童委員への相談件数についてみると、年ごとに増減はあるものの年間

3,500 件から 4,300 件程度で推移しています。 

相談内容については「高齢者に関すること」が最も多く、令和３年で 1,541 件となって

おり、次いで「子どもに関すること」が 963 件となっています。 

 

◆民生委員・児童委員相談・支援件数の推移 

    

資料：社会福祉課（各年３月 31 日現在） 

（８）県内の再犯防止を取り巻く状況 

検挙人員数が減少する中、再犯者数もゆるやかな減少傾向にあります。 

一方で、再犯者率は上昇傾向にあり、令和元年で 51.0％となっています。 

 

◆県内の再犯者数・再犯者率の推移 

 

資料：法務省（各年 12 月 31 日現在） 
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２ 各種調査からみえる現状 

（１）市民アンケート調査からみる市民意識の現状 

調査の概要 

本調査は、市内在住の 18 歳以上の市民 2,000 人の方を対象に実施しました。 

実施概要及び回収結果は以下のとおりです。 

項 目 詳 細 

対象地域 下野市全域 

対 象 
市内在住の 18 歳以上の市民 2,000 人 

年代別無作為抽出 

形 式 アンケート調査 

配布・回収方法 郵送配布・郵送回収 

時 期 令和３年７月９日～26 日 

有効回収数 985 件 

有効回収率 49.3％ 

調査結果の概要 

【地域への愛着】 

地域への愛着が「大いにある」「ある程度ある」と答えた方の割合は 75.1％となってお

り、前回調査から 11.4 ポイント増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 図表中の「ｎ（number of case）」とは、その設問の回答者数を表しています。（以降同様） 

19.3 

17.2 

19.3 

55.8 

46.5 

49.9 

12.4 

20.0 

15.6 

8.1 

8.7 

8.4 

1.9 

3.0 

1.4 

2.4 

4.7 

5.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=985)

前回：平成28年(n=832)

前々回：平成22年(n=777)

【地域への愛着・前回比較】

大いにある ある程度ある どちらともいえない

あまりない 全くない 不明・無回答
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【普段の近所付き合い】 

普段の近所付き合いについては「会えばあいさつをかわす」が 42.2％と最も高く、次い

で「たまに立ち話をする」が 28.1％となっています。 

一方、「付き合いがほとんどない」が 11.9％となっており、前回調査から 5.3 ポイント

増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年代別に普段の近所付き合いの状況をみると、「付き合いがほとんどない」について若い

世代で高い傾向にあります。年代が高くなるほど、「常日ごろから、家族ぐるみの付き合い

がある」など親密な関係への回答が高くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10・20歳代

（n=192）

30歳代

（n=153）

40歳代

（n=162）

50歳代

（n=145）

60歳代

（n=161）

70歳代以上

（n=156）

会えばあいさつをかわす 57.3% 56.9% 48.8% 46.9% 21.7% 21.2% 42.2%

たまに立ち話をする 13.0% 16.3% 28.4% 31.7% 46.0% 37.2% 28.1%

付き合いがほとんどない 25.0% 16.3% 11.7% 7.6% 6.2% 1.3% 11.9%

困っているとき（悩み、病気、事故

など）に、相談をしたり、助け合っ

たりする

3.1% 2.6% 2.5% 4.1% 5.6% 12.2% 5.0%

一緒にお茶を飲んだり、留守にする

ときに声をかけあう
0.5% 3.3% 1.9% 2.1% 11.2% 9.0% 4.9%

常日ごろから、家族ぐるみの付き合

いがある
0.5% 3.3% 3.7% 4.1% 5.0% 10.9% 4.5%

全体

（n=985）

年代
あなたは、ふだん近所の人とどの程度の

付き合いをされていますか。
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【地域の中での問題点や不足していると思うこと】 

地域の中での問題点や不足していると思うことについては、「世代間の交流が少ない」が

29.5％と最も高く、次いで「隣近所との交流が少ない」が 25.7％、「特にない」が 24.0％

となっています。 

前回調査では「地域の問題や困りごとを隣近所の人と相談できない」「特にない」の選択

肢が無く単純な比較はできませんが、「世代間の交流が少ない」「道ばたのごみが増えた」

が５ポイント程度増加しています。 
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【地域の中で課題を抱える世帯の状況】 

「引きこもり」や「8050 問題」、「ごみ屋敷」などの制度の狭間にある課題を抱える世

帯を把握しているかについてみると、「わからない」が 49.3％と最も高く、次いで「いな

い」が 23.8％となっています。 

付き合い度合い別にみると、付き合いが深いほど地域課題に関心をもち、状況を把握し

ている傾向にあり、付き合い度合いが「ある」では、「80 歳前後の親と、50 歳前後の無職

未婚の子が同居している」「仕事や学校に行かず、概ね６か月以上続けて自宅に引きこもっ

ている人がいる」が１割を超えています。 

 

●地域の中で課題を抱える世帯の状況×付き合いの度合い（クロス集計） 
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課題を抱える世帯を把握しているかについて、福祉への関心別にみると、概ね福祉への

関心が高いほど課題を把握している傾向にあります。 

特に、「親の介護と子育てを同時にしている」「子どもや高齢者、障がいなどの各福祉分

野に該当するサービスなどがないため、必要な支援を受けることができない人がいる」に

ついては、福祉への関心が「とてもある」で全体に比べ５ポイント以上高くなっており、福

祉への関心が高い人で、制度の狭間への関心が高いことが伺えます。 

一方で、全体をとおして「18 歳未満の子どもが家族の世話や介護をしている」いわゆる

ヤングケアラーの把握がなされていないことから、さらなる周知や啓発、支援体制の拡充

が課題となっています。 

 

●地域の中で課題を抱える世帯の状況×福祉への関心（クロス集計） 
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12.4 

10.9 

11.6 

1.6 
6.5 

16.0 

13.8 

21.7 

15.4 

11.2 

12.7 

15.8 

2.6 
16.3 

15.4 

9.0 

14.9 

10.9 

21.0 

17.5 

21.8 

18.8 

13.7 

21.0 

26.9 

21.7 

25.0 

39.9 

43.6 

38.7 

59.4 

47.7 

34.6 

37.2 

28.6 

30.8 

9.2 

11.8 

7.9 

13.5 

11.8 

6.8 

7.6 

6.2 

9.6 

6.3 

3.4 

4.2 

4.2 

3.9 

6.2 

5.5 

6.8 

8.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=985)

前回：平成28年(n=832)

前々回：平成22年(n=777)

10歳代・20歳代(n=192)

30歳代(n=153)

40歳代(n=162)

50歳代(n=145)

60歳代(n=161)

70歳代以上(n=156)

現在、継続的に取り組んでいる

たまに、取り組むことがある

取り組んだことはあるが、現在はほとんどしていない

取り組んだことはない

取り組むことができない

不明・無回答

 

 

【各種支援活動】 

地域や住民に対する各種の支援活動等への取組状況についてみると、「取り組んだことは

ない」が 39.9％と最も高く、次いで「取り組んだことはあるが、現在はほとんどしていな

い」が 21.0％となっています。 

「現在、継続的に取り組んでいる」は 12.4％となっており、前回調査からわずかに増加

しています。 

年代別にみると、40 歳代と 60 歳代で「現在、継続的に取り組んでいる」「たまに、取

り組むことがある」の合計が３割を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の各種支援活動への取組意欲についてみると、「機会があれば取り組んでもよい」が

46.2％と最も高く、これに「積極的に取り組んでいきたい」と「できるだけ取り組んでい

きたい」をあわせると 61.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

3.1 

2.0 

12.6 

14.3 

46.2 

49.0 

19.9 

16.3 

11.0 

13.0 

7.2 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=985)

前回：平成28年(n=832)

【各種支援活動への意欲・前回比較】

積極的に取り組んでいきたい できるだけ取り組んでいきたい

機会があれば取り組んでもよい あまり取り組みたくない

取り組むことができない 不明・無回答
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【まちの暮らしやすさ】 

子どもや高齢者、障がいのある人などにとってのまちの暮らしやすさについてみると、

全体では「まあまあ暮らしやすいと思う」が 45.3％と最も高く、次いで「わからない」が

23.7％、「暮らしやすいと思う」が 12.4％となっています。 

過去の調査と比較すると、平成 22 年から平成 28 年は概ね横ばい傾向であったところ

から、平成 28 年の調査と比較すると今回の調査では「暮らしやすいと思う」が 4.3 ポイ

ント、「まあまあ暮らしやすいと思う」が 4.9 ポイント増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもや高齢者、障がいのある人などに限らず、様々な悩みや困難を抱える方にとって、

相談がしやすいなど、暮らしやすいまちだと思うかについてみると、「まあまあ暮らしやす

いと思う」が 37.2％と最も高く、次いで「わからない」が 35.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.4 

8.1 

7.7 

45.3 

40.4 

40.8 

9.0 

11.2 

13.8 

5.4 

9.3 

8.4 

23.7 

26.7 

25.9 

4.3 

4.4 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=985)

前回：平成28年(n=832)

前々回：平成22年(n=777)

【まちの暮らしやすさ（子どもや高齢者・障がいのある人）

・前回比較】

暮らしやすいと思う まあまあ暮らしやすいと思う

あまり暮らしやすいとは思わない 暮らしやすいとは思わない

わからない 不明・無回答

7.6 

12.4 

37.2 

45.3 

9.2 

9.0 

6.0 

5.4 

35.6 

23.7 

4.4 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもや高齢者、障がいのある

人などに限らず、様々な悩みや

困難を抱える方の暮らしやすさ

子どもや高齢者、障がいの

ある人の暮らしやすさ(n=985)

(n=985)

暮らしやすいと思う まあまあ暮らしやすいと思う

あまり暮らしやすいとは思わない 暮らしやすいとは思わない

わからない 不明・無回答
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【福祉サービスの情報の入手状況】 

自分に必要な福祉サービスの情報の入手状況についてみると、全体では「十分ではない

が、入手できている」が 34.1％と最も高く、次いで「今のところ情報を得る必要がない」

が 29.5％、「入手できていない」が 27.8％となっています。 

前回調査と比較すると、「入手できていない」が 7.5 ポイント減少している一方、「今の

ところ情報を得る必要がない」が 5.5 ポイント増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【福祉サービスに関する情報の入手先】 

福祉サービスに関する情報の入手先についてみると、「市役所の窓口や広報紙」が 76.1％

と最も高く、次いで「インターネット」が 33.2％、「近所の人・知人・友人」が 22.9％と

なっています。 

前回調査と比較すると、「インターネット」が 8.2 ポイント増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1 

1.9 

34.1 

31.7 

27.8 

35.3 

29.5 

24.0 

4.5 

7.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=985)

前回：平成28年(n=832)

【福祉サービスの情報の入手状況・前回比較】

十分入手できている 十分ではないが、入手できている

入手できていない 今のところ情報を得る必要がない

不明・無回答 test
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【犯罪をした人の立ち直りへの協力意向】 

犯罪をした人の立ち直りに協力したいかについてみると、「わからない」が 31.7％と最

も高くなっています。 

また、「思わない」「どちらかといえば思わない」の合計が 39.4％と、「思う」「どちらか

といえば思う」の合計の 26.9％を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

【下野市地域福祉計画・地域福祉活動計画の認知度】 

下野市地域福祉計画・地域福祉活動計画の認知度について、内容まで「知っている」割合

はそれぞれ 4.7％・3.7％と、１割未満になっています。 

「計画名は知っているが、内容は知らない」の割合はいずれも２割程度となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市民の参加/協力の必要性の認知度】 

地域福祉を進めるためには、市民の参加・協力が必要とされていることの認知度につい

て、「知らない」が 57.2％と、「知っている」の 38.8％を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

38.8 57.2 4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=985)

【市民の参加/協力の必要性の認知度】

知っている 知らない 不明・無回答 test

4.8 22.1 20.1 19.3 31.7 2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=985)

【犯罪をした人の立ち直りへの協力】

思う どちらかといえば思う どちらかといえば思わない

思わない わからない 不明・無回答

4.7 

3.7 

21.2 

20.0 

69.4 

71.1 

4.7 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域福祉計画(n=985)

地域福祉活動計画(n=985)

【下野市地域福祉計画・地域福祉活動計画の認知度】

知っている 計画名は知っているが、内容は知らない

計画名も内容も知らない 不明・無回答
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【保健福祉施策をより充実していくために重要な取組】 

保健福祉施策をより充実していくために重要と考える取組についてみると、「災害時に支

援を必要とする人の把握と支援体制を充実させる」が 48.6％と最も高く、次いで「隣近所

など、周囲の理解と協力による、支え合い助け合えるまちづくりをすすめる」が 38.2％、

「どんなことでも相談できる、相談支援体制を充実させる」が 35.4％となっています。 
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（２）団体アンケート・ヒアリング調査からみる現状 

調査の概要 

本調査は、市内で活動する団体・事業者等を対象に実施しました。 

実施概要及び回収結果は以下のとおりです。 

 

項 目 詳 細 

対 象 下野市内で活動する団体・事業者等 69 団体 

形 式 
はじめに郵送配布・郵送回収によるアンケート調査を行い、  

その後６団体について詳細なヒアリング調査を実施 

時 期 
 【アンケート】令和３年７月 13 日～８月６日 

 【ヒアリング】令和３年８月 25 日～31 日 

有効回収数 56 件 

有効回収率 81.2％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒアリングの様子 
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調査結果の概要 

アンケート・ヒアリング調査の中で、複数の団体から回答があったものなど主要な意見

について、以下に分野ごとに取りまとめています。 

記号の説明 ▷：アンケート調査のご意見 ☆：ヒアリング調査のご意見 

 

●地域の中で課題に感じることについて 

▷地域の中で課題に感じることについて、「世代間の交流が少ない」が 48.2％と最も高

く、次いで「隣近所との交流が少ない」が 41.1％となっています。活動内容別にみる

と、障がい者福祉に関する活動団体では「障がいのある人に対する理解が不足してい

る」が 70.0％と高くなっていますが、その他の活動内容では１割台と差がみられま

す。 

▷地域課題として「世代間での価値観の違いがある」という回答が多くあり、今後多様

な主体間での連携などを通して世代間交流に取り組んでいきたいという回答も挙げら

れています。 

▷また、隣近所の交流が薄いことも課題として挙げられており、中でも地域とのつなが

りが薄いために必要な支援を受けられていない世帯への支援として有償ボランティア
（※）等のサービスを有効的に行っている団体もあるとの回答があります。 

☆ヒアリングでは、地域における多様な方の理解については、障がい者や認知症の方、

外国人などへの理解が不足している人もおり、その解消に向けては、障がいの有無や

その他の属性に捉われず、当事者の個性を活かすことのできる場づくり・機会づくり

が重要だという意見が挙げられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 有償ボランティア 

   ボランティア活動のうち、実費や交通費、その他の報酬が伴う活動のこと。 
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●課題を抱える世帯の状況について 

▷制度の狭間にある課題を抱える世帯の把握状況についてみると、「80 歳前後の親と、

50 歳前後の無職未婚の子が同居している」（いわゆる「8050 問題」）が 18.5％と

最も高く、「建物や敷地内にごみなどを積み上げた状態（いわゆる「ごみ屋敷」）で生

活している」が 14.8％となっています。 

☆ヒアリングでは、「8050 問題」については、経済的な問題や家庭内の状況などから

支援が難しく、課題が複雑になっているという意見が挙げられています。 
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●各団体の活動推進について 

▷各団体の活動を推進していく上での課題としては、活動を企画・運営するメンバー及

びイベント等に訪れる参加者の双方の減少について多く回答があります。 

 地域活動に参画する人材が減少している要因としては、高齢化や生活様式の変化、地

域のつながりに対する意識の希薄化が挙げられています。 

 こうした要因への対応に向けて、様々な年代が参加しやすいイベント内容の企画や交

通手段の確保、生活様式の変化に対応した休日等のイベントの開催、地域のつながり

意識の醸成等が方向性として挙げられています。 

▷団体メンバー間での連絡手段の活用状況としては、SNS（会員制交流サイト）等を効

果的に活用し連絡を取っているという回答があった一方、こうしたツールの利用方法

がわからない、活動の性質上難しいという回答もあります。 

▷地域住民のイベント参加やサービス利用等の促進にかかる情報提供手段では、「市の

広報紙や窓口での案内を通して」「その他」が 40.7％と最も多く、「その他」の内容と

しては団体独自の紙媒体による情報提供が多くなっています。次いで、「社会福祉協議

会を通して」が 29.6％となっています。 

 職員数・会員数別にみると、20 人以下の団体・事業者で「インターネット（ホームペ

ージ）を通して」が全体と比較して 23.3 ポイント高くなっています。 

☆ヒアリングにおいては、団体活動に中心的に取り組むリーダーのなり手がいないとい

う意見が挙げられています。 
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●多様な主体との連携・協働による地域活動の推進について 

▷地域活動を行う上での他の団体や機関等との交流や連携、協力関係がある相手につい

てみると、「社会福祉協議会」が 58.9％と最も高く、次いで「小・中学校・高校」「自

治会」「行政」が約５割となっています。 

 活動内容別にみると、「自治会」は高齢者福祉、地域づくり・コミュニティ分野の団体

で高いものの、障がい者福祉、子育て支援分野の団体で低くなっています。 

 また、「ボランティア団体」は地域づくり・コミュニティ分野の団体では 61.5％と高

くなっていますが、他の活動内容では３割以下となっています。 

☆ヒアリング等においては、活動にあたってのアイデアや、地域課題を共有するために、

団体同士での交流の機会や、情報交換の仕組みがあれば良いという意見が挙げられて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


